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40

八幡市人事行政の運営等の状況

対前年
増減数

1

小計 〔参考：類似団体の職員数  440人 〕

勤務体制の見直しによる農業一般部門職員の減員      　　  (△1)

0

　

0

行うための計画的な消防部門職員の増員　　　　　　　　  　　(5)

会
計
部
門

[    668   ］

60

8

　　　2　[     ]内は、条例定数の合計です。

609

後期高齢者医療広域連合への職員派遣に伴う後期高齢者医療部門

158

　

　

9

81

 

77
　

〔参考：類似団体の職員数   145人 〕

33

5

勤務体制の見直しによる福祉事務所部門職員の減員　　　   （△1）

勤務体制の見直しによる保育所部門職員の増員　　　        　(2)

   [   0   ］

1

0

 

新名神高速道路高槻・八幡京田辺間開通に備えた必要な分署設置を　

87

1146

28

　

28

2

　

145

9

  18

8

0  

0

近畿市議会議長会の会長市担当終了による業務減に伴う議会部門

89

18

5

令和３年

計

令和４年
主 な 増 減 理 由

歯 科 衛 生 士
技　　術　　職

技　　術　　員
調　　理　　員

 採用者数

  勧  奨  退  職
2   普  通  退  職

1

16

  そ    の    他

  定  年  退  職
3

1

総務
マイナンバー対応業務の増加に伴う戸籍等窓口部門職員の増員 (1)

議会 7

事    務    職

保    育    士 1

0

計

5

    退 職 者 数      （令和３年度）

職          種  退職者数

庁舎建替えによる業務増加に伴う管財部門職員の増員 　　　　(1)

（各年4月1日現在）

（2）部門別職員数の状況と主な増減理由

1

    （注）  国、府との人事交流等職員は除いています。

△ 1
職員の減員 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(△1)

民生

   部  門

6

9

税務

1  職員の任免及び職員数に関する状況

1

（1）職員の採用及び退職の状況

  退  職  事  由

      採 用 者 数            （令和３年度）                    

教育

衛生

391

65

86

消    防    職

              区  分 職 員 数

一
般
行
政
部
門

1

18

163

0

5

018

勤務体制の見直しによる下水道部門職員の減員　　　　  　　(△1)△ 1

小計

特
別
行
政
部
門

下水道

水道

消防

警察

合　　計

（注）1　職員数は一般職に属する職員数です。

公
営
企
業
等

6615

小計

[    668   ］

34 1

△ 1

65

77

392

その他
職員の増員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（1）

60

1
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59歳

人

 

人

615

 

5287

52歳 56歳44歳

～～

（3）年齢別職員構成の状況（令和4年4月1日現在）

20歳

人

639

43歳

60歳

～

人

3445

55歳35歳

83 62

人

39歳

28歳

～

未満 31歳

～

40歳32歳

51歳

～

以上

36歳

計

～

20歳

27歳

人

～

人人 人人

3

47歳

人人
職員数

区　分

37

人

48歳

23歳

24歳

～ ～
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16
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構成比

５年前の構成

比
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2,027,415千円

      2　給与費は当初予算に計上された額です。

    ＜3＞ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

3,440,249千円

    （注）1  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与

　　　　　　単純平均したものです。

　　　　　　水準を示す指数です。

歳 出 額

30,157,778千円

 区  分

職 員 手 当給　     料

    ＜2＞職員給与費の状況（普通会計予算）

令　和
３年度

553,182千円 859,652千円

 

　　　　　2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

 

一 人 当 た り 給 与 費給                           与                            費

期末・勤勉手当

 

　　計　　  　Ｂ

職  員  数

5,831千円

Ａ 　　　　　　Ｂ／Ａ　　

2　職員の給与の状況

人 件 費 人 件 費 率  実 質 収 支 （参考）

15.9%19.9%

    ＜1＞人件費の状況（普通会計決算）

 区　分

　　　　　　Ｂ  ２年度の人件費率（令和３年度末）

住民基本台帳人口

　　　　　　Ａ 　　　Ｂ／Ａ　　　

69,754人

令　和
４年度

5,992,896千円

（注）1　職員手当には退職手当を含んでいません。

590人

（1）総  括

829,538千円

98.9
98.0

99.198.8
97.9

98.9100

98.0

98.9100.3

98.0
98.8

90

95

100

105

110

115

八幡市 類似団体平均 全国市平均

H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1
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歳 円 円

 

歳 円 円

 

歳 円 円

 

歳 円 円

 

  

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 

165,900

295,800

在 職 年 数 20 年

320,500

195,500

261,600

区　　　         分

高　校　卒

（注）「在職年数」とは、高校や大学を卒業してすぐに職員になった場合の在職期間です。

292,900

150,600

一 般 行 政 職 大　学　卒

在 職 年 数 10 年 在 職 年 数 15 年

221,100

154,900高　校　卒

255,000

高　校　卒

182,200

大　学　卒

223,200

     ＜3＞職員の在職年数別・学歴別給料月額（令和4年4月1日現在）

教    育　  職

中　学　卒

165,200

145,500

高　校　卒

高　校　卒

 

182,200一 般 行 政 職

八　　　　幡　　　　市 国

     ＜2＞職員の初任給の状況（令和4年4月1日現在）

 
 

 

154,200

2年後の給料初  任  給 2年後の給料
区　　      　分

195,500

335,800

235,600

      2　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時
          間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものです。　　　　　 

 　　　　 です。                                                                          
（注）1　「平均給料月額」とは、令和4年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均額

円38.7八幡市 円 383,848

 

 

 

  

  

 

 

368,863

 

369,167うち用務員

340,236八  幡  市 277,000

51.7

43.4 290,800

うち学校給食員

平 均 給 料 月 額

 

初  任  給

277,583

平　均　年　齢

 

41.3

43.3

うち清掃職員

295,600

　　　　    イ  技能労務職

平 均 給 与 月 額

歳

　区　　分

平 均 給 与 月 額平 均 給 料 月 額平  均  年  齢区     分

     ＜1＞職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和4年4月1日現在）

（2）職員の平均給与月額、初任給等の状況

154,900 165,900

259,000

154,200

182,200 195,500

160,100

技 能 労 務 職

 

　　　     ア  一般行政職

大　学　卒

技 能 労 務 職

289,000

4
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52人

25.5%

（注）1　八幡市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

を行う職務で規則で定めるもの

 7    級

務で規則で定めるもの

を行う職務

規則で定めるもの
14.3%

8.4%

8.7%

区　　分

験を必要とする業務を行う職務

16.2%

職  員  数

主任の職務又は高度の知識若しくは経

14.3%

 1    級 補助的又は定型的な業務を行う職務 12.5%

標  準  的  な  職  務  内  容

（3）一般行政職の級別職員数の状況（令和4年4月1日現在）

構  成  比

 2    級

 5    級

      3　職務の級６級（困難な業務を行う課長補佐の職務）を廃止し、国家公務員一般職俸給表（一）の１

46人
課長の職務又はこれに相当する職務で

 4    級

部長の職務又はこれに相当する職務で

82人

40人

      2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

規則で定めるもの
28人

 

 3    級

　　　 級から７級までの俸給月額と同一にする条例改正を行い、平成３０年４月１日から施行しています。

課長補佐の職務又はこれに相当する職
27人

の知識若しくは経験を必要とする業務
係長若しくは主査の職務又は特に高度

 6    級

46人

相当の知識又は経験を必要とする業務

12.5% 12.8%

19.7%

16.2%
19.4%

27.1%

25.5% 20.9%

11.0%

14.3% 14.1%

14.5%

8.4% 11.6%
7.7%

14.3% 12.8% 11.6%

8.7% 8.4% 8.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和4年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

5
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千円　

（加算措置の状況）

月分 月分

月分 月分

月分 月分

月分 月分

千円

千円

% 人 %

% 人 %

% 人 %

  定年前早期退職特例措置（2%～45%加算）

月分

  定年前早期退職特例措置（2%～20%加算)

 

47.709

　　　　　　期末手当　　　    勤勉手当

国

28.0395

八　　　　　　　幡　　　　　　　市

   管理職加算  10% ～ 25%

その他の加算措置

月分

   役職加算  5% ～ 15%

2.55

その他の加算措置

－

1人当たり平均支給額

月分

千円

 

 47.709 月分

最高限度額

24.586875

10

 （注）  人事交流、派遣等により八幡市以外の地域で勤務を命じられた職員については、地域手当の支給率を

八     幡     市

6

京     都     市

6

10

月分

月分

最高限度額

勤続35年 39.7575

28.0395

47.709

勤続35年 月分

 47.709 47.709

 47.709

月分

勤続20年

39.7575

月分勤続25年

19.6695

（支給率）　　　　自己都合　　勧奨・定年

19.6695勤続20年

（支給率）　　　　自己都合　    勧奨・定年

勤続25年33.27075  33.27075

24.586875

   管理職手当の月額を加算

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1,460

月分

1.9

579

宇     治     市

       八幡市の支給率から当該職員の勤務地が所在する市町村の支給率に改めました。(平成23年4月1日施行)

6

 

6

7

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種の職員の平均額です。

支 給 対 象 地 域

118,431

支給職員1人当たり平均支給年額   （令和３年度決算）

支   給   率 国の制度（支給率）支 給 対 象 職 員 数

 

3

 

支    給    実    績           （令和３年度決算）

18,649

 

207,047

     ＜3＞地域手当（令和4年4月1日現在）

 

     ＜2＞退職手当（令和4年4月1日現在）

   役職加算     5% ～ 20%

月分（1.45）

2.55

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（令和３年度支給割合）

（1.45）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

月分 （0.90）

1.9

月分月分 （0.90）

月分

八　　　　　　　幡　　　　　　　市

1人当たり平均支給額（令和３年度）

月分

（令和３年度支給割合）

     ＜1＞期末手当・勤勉手当（令和4年4月1日現在）

 (4) 職員の手当の状況

　　　　　　  期末手当　　　　 勤勉手当

国

6
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     ＜4＞特殊勤務手当（令和4年4月1日現在）

隔日勤務に従事した場合の特殊
勤務手当

千円

167,585

343

千円

 職員1人当たり平均支給年額      （令和３年度決算）

福祉事務所の職員

 支  給  実  績                  （令和２年度決算）

308 職員1人当たり平均支給年額      （令和２年度決算）

死体収容に従事した場合の特殊
勤務手当

汚水又は汚泥に関する
作業

社会福祉業務に従事した場合の
特殊勤務手当

動物の死体収容

千円

（従事職員1人につき400円限度）

日額      200円

日額      200円道路河川担当職員

 支  給  実  績                  （令和３年度決算）

     ＜5＞時間外勤務手当

生活指導のための家庭
訪問業務又は立入調査
業務

公共下水道、河川等の現場作業
に従事した場合の特殊勤務手当

千円

 

保全課の職員

狂犬病予防接種

環境事務所等の職員 日額　  1,100円清掃作業
清掃作業に従事した場合の特殊
勤務手当

日額      800円

隔日勤務に従事したと
き

消防作業等に従事した場合の特
殊勤務手当

消防本部（署）の職員

手  当  の  名  称

24.1

感染症の防疫等保健衛生作業に従事した場合の
特殊勤務手当

市税等未収金徴収事務に従事し
た場合の特殊勤務手当

日額      500円

野犬等捕獲

 職員全体に占める手当支給職員の割合  （令和３年度決算）

税務担当職員

主な支給対象業務

健康推進課又は環境

8

140,003

          手  当  の  種  類  （手当数）

事務所の職員

消防本部（署）の職員 1回につき 給料×1／130

（従事職員1人につき2,000円限度）

1死体につき800円

人の死体収容福祉事務所又は環境 1死体につき6,000円

　円

主な支給対象職員

日額      200円
庁舎外での市税等の未
収金徴収事務

消火等1回につき400円
救急作業1回につき200円

消火等の作業又は救急
作業

左記職員に対する支給単価

日額      200円

　%

173,525

24,467 千円 支   給   実   績                  （令和３年度決算）

 支給職員1人当たり平均支給年額      （令和３年度決算）

7
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42,468

    ＜6＞その他の手当（令和4年4月1日現在）

 

   以後の最初の3月31日まで
   の間にある 扶養親族たる子

 

 距離が 片道2㎞以上の

    支給額＝家賃 - 16,000円

宿日直手当 勤務1回につき7,200円（7時間

○交通用具使用者

○父母等　　　 6,500 円

 

 

休日勤務手当

  (家賃月額16,000円超対象)

間中」に勤務を命じられた者に支

 同 じ

管理職員
特別勤務手当

住居手当

 異なる

 ・家賃27,000円超61,000円未満

○借家等

86,361

  1時間当たり給与額×25/100

 同 じ 千円

   距離に応じて月額3,000円

             1／2＋11,000円

○特定期間に係る加算

 支給

   15歳になる日以後の最初の
                各 5,000 円

○子　　　  　10,000 円

   4月1日から22歳になる日

○配偶者       6,500 円

5,262

ら翌日午前5時までの間に勤務

（勤務時間が5時間未満の

281,245

 ・家賃27,000円以下

千円 円

208,460 円

千円

 

円109,56049,302

 国 の 制 度 と

同  じ 52,532 千円

支 給 実 績

手　当　名 平均支給年額 異 な る 内 容

（令和３年度決算）

支給職員1人当たり

内 容 及 び 支 給 単 価

28,576

 異なる
職員に対し職責に応じて、

 異なる

との異同

円
回につき4,400円～21,000円

場合は1/2の額）

    1時間当たりの給与額×135/100

千円

千円

児童手当

正規の勤務時間として、午後10時か

  主幹          42,500 円

支給

 

 

俸給の特別調整額として、

46,300円から139,300円を

始の休日において「正規の勤務時
 同 じ

  部長職        63,000 円  

管理監督職員等が臨時又
は緊急の必要等により、
週休日等に勤務した場合
に、俸給の特別調整額の
区分等に応じ、勤務1回
につき3,000円～27,000
円を支給

  勤務1時間につき

給  勤務1時間につき

常直的な勤務  月額21,000円

国の制度

36,875

685

（勤務日数1/2の場合は10,500円)

 

祝日法に規定する休日及び年末年

587,15759,890

   から 30,500円を支給

324,727

 

 　　　28,000円(支給限度額)

扶養手当

 

    　 支給額＝（家賃-27,000円）×

同  じ

342勤務の様態に応じ、勤務1

円

円

円

千円

千円

5,268夜間勤務手当

  課長職        44,500 円 

 

  部次長・参事  59,000 円

千円

216,912

12,018

円

円

することを命じられた職員に支給

以内の場合は3,600円）

管理職手当を支給される職員
が、週休日又は休日において
勤務した場合に、勤務に従事
した時間及び職務の級に対し
て、勤務1回につき1,500円～
4,500円を支給

管理・監督の地位にある

異なる

 2,000円から31,600円を

○交通機関利用者

 場合に距離に応じて月額

    定期相当額を一括支給

   自動車等を使用し、通勤距

交通用具使用者
 自動車等を使用し、通勤

  理事　        82,000 円  

 

員に対し、職責に応じて支給管理職手当

    通勤に要する運賃の6月

管理又は監督の地位にある職

通勤手当

     1月当り55,000円が限度

(令和３年度決算)

  ※持家に係る手当はH22.4.1

   離が片道2㎞以上の場合に

 
    付で廃止

 ・家賃61,000円超　

8
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円   

円   

円   

円   

円   

    

歳 円 円

歳 円 円

      2　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時

　　　 Ａ

平均給与月額

18人

（注）  給与費は当初予算に計上された額です。

30,339千円

39.2

平均年齢

14,788千円

水道
事業

301,800

%　

純損益又は

2.5
下水道事業

実質収支

職員給与費

 

         ア　決算（令和３年度）

水道事業

 　　　　 額です。                                                                          

 区  分

370,075

388,633

区　　分

22,337千円

2.5

給                          与                         費

117,799千円

下水道事業

  ＜2＞職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成4年4月1日現在）

39.8

（注）1　「平均給料月額」とは、令和4年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均

          間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものです。　　　　　 

　　　　　　　Ｂ／Ａ　　期末・勤勉手当

%　

令和２年度の総費用に

Ｂ　

（参考）

       任期毎

区　　      　分

3.35

　　（令和３年度支給割合）

       任期毎

 副    議    長 月分

 議          員

月分

1,568,224

　　 千円

39,45337,346

95,610

千円

 市          長

 

職員給与費比率

3.35

 副    議    長

　　　Ｂ／Ａ

（6）公営企業職員の状況

総費用に占める
区  分

退
職
手
当

報
酬

500,000  

 市          長

 

550,000

470,000 議          員

期
末
手
当

千円　 %　

給      　 料

       イ　予算（令和４年度）

1,468,876 39,381

 議          長

　　（令和３年度支給割合）

　（支給時期）

721,300円×在職年数×325/100

　　（算定方式）

 副    市    長

 総 費 用

848,700円×在職年数×550/100

　　 千円

 副    市    長

721,300

 議          長

 市          長 848,700
給
料

  

 

 副    市    長

6,544千円

下水道
事業

10,112千円

職 員 数

職 員 手 当

9人 6,423千円

平均給料月額

水道事業

65,123千円

32,908千円

299,600

57,808千円

  一人当たり給与費

　　計   　Ｂ

  　  ＜1＞職員給与費の状況

6.5

占める職員給与費比率

 

Ａ  

（5）特別職の報酬等の状況（令和4年4月1日現在）

%　

5.6

 

 

千円 千円　

給             料             月             額             等

9



≪令和5年2月公表≫

 

  

   

     

    

    

 

月分            28.7875 月分      

月分            38.955  月分      

月分            55.86 月分      

月分            55.86 月分      

  

    

 6

18

8

　　　下水道事業

1人当たり平均支給額（令和３年度）

   47.709

1

 千円

220,833

　（令 和 ３ 年 度 決 算） 221,375

   水道事業 

　

人

24.586875

勤続35年

19.6695

　水道事業

　下水道事業

　　１人当たり平均支給額

勤続25年 28.0395

月分

1,771

人

左記職員に対する支給単価

 

　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当　勤勉手当　　　　　　　　　

 　下水道事業

   管理職手当の月額を加算

  47.709

1,583

（支給率）　　　　　自己都合　          勧奨・定年

職制上の段階、職務の級等による加算措置

    1.9  月分

（加算措置の状況）

千円　

 千円

　水道事業
    支 給 対 象 職 員 数

手  当  の  名  称

    　%

   円

汚水又は汚泥に関する作業

最高限度額

支  給  実  績（令和３年度決算）

月分

その他の加算措置

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

日額           200円

職員全体に占める手当支給職員の割合　（令和３年度決算） 44.4

    ウ　地域手当（令和4年4月1日現在）

　下水道事業

   円

（令和３年度支給割合）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

千円　

      2.55   月分

    イ　退職手当（令和4年4月1日現在）

  47.709

3,975

  （0.90）月分   （1.45）月分

    　円250支給職員1人当たり平均支給年額      （令和３年度決算）

　下水道事業

39.7575

　水道事業

種類

    エ　特殊勤務手当（令和4年4月1現在）

　下水道事業

支給職員1人当たり平均支給年額

    千円

          手  当  の  種  類  （手当数）

主な支給対象業務主な支給対象職員

下水道担当職員
公共下水道等の現場作業に従事し
た場合の特殊勤務手当

　　　水道事業 該当者なし

該当者なし

     ＜3＞職員の手当の状況

勤続20年

   役職加算  5% ～ 15%

     ア　期末手当・勤勉手当（令和4年4月1日現在）

月分

1

  33.27075

支  給  実  績（令和３年度決算）

%    支         給        率

  定年前早期退職特例措置（2%～20%加算）

月分

1,411

10
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 千円 円

千円 円

 千円 円

千円 円

 千円 円

千円 円

 千円 円

千円 円

 千円 円

千円 円

　 　

 千円 円

千円 円

    付で廃止

478

千円

　水道事業

　水道事業職員1人当たり平均支給年額 

（令 和 ３ 年 度 決 算）

支  給  実  績 （令和２年度決算）

373

5,737 千円

千円

　下水道事業

　水道事業

　水道事業

 

       カ　その他の手当（令和4年4月1日現在）  

手　当　名

114,000

支 給 実 績
平均支給年額

846

 　　　28,000円(支給限度額)

職の制度

との異同

642

　水道事業

321,000

　下水道事業

　水道事業

 ・家賃61,000円超　

扶養手当

   の間にある 扶養親族たる子

   15歳になる日以後の最初の
                各 5,000 円

234,500

○配偶者       6,500 円

    支給額＝（家賃-27,000円）×

  ※持家に係る手当はH22.4.1

            1／2＋11,000円

 下水道事業

　該当者なし

 水道事業
245,714

　下水道事業

　下水道事業
534,000

2,604

　下水道事業

　下水道事業

　水道事業

 下水道事業
627,000

 水道事業

 水道事業

○特定期間に係る加算

同 じ

○借家等

 ・家賃27,000円超61,000円未満

     支給額＝家賃  -  16,000円

同 じ

 ・家賃27,000円以下

 下水道事業

○子　　　  　10,000 円

一般行政

   4月1日から22歳になる日

○父母等　　　 6,500 円

  制 度 と 異 な る
  一 般 行 政 職 の

    内容及び支給単価
     内       容

684

282,000

 下水道事業

　水道事業 水道事業
2,202

（令和３年度決算）

260,400

938

 水道事業

    自動車等を使用し、通勤距離

 下水道事業

同じ

    離に応じて月額3,000円か

同 じ

○交通用具使用者

同 じ
    通勤に要する運賃の6月

  部長職        63,000 円  

    が片道2㎞以上の場合に距

以内の場合は3,600円）

　下水道事業

129,529
○交通機関利用者

千円

職員1人当たり平均支給年額 

    オ　時間外勤務手当

2,236

千円3,401

千円　下水道事業

6,279

486　下水道事業

483

千円

宿日直手当
勤務1回につき7,200円（7時間

     1月当り55,000円が限度

  主幹          42,500 円

同 じ

通勤手当

 

690

支  給  実  績（令和３年度決算）

 支給職員1人当たり

　下水道事業

（令 和 ２ 年 度 決 算）

 下水道事業

    定期相当額を一括支給

住居手当

   以後の最初の3月31日まで

千円

  (家賃月額16,000円超対象)

　水道事業

児童手当

管理職手当

5,50022
同 じ

（勤務日数1/2の場合は10,500円)

常直的な勤務  月額21,000円

1,720

4

  課長職        44,500 円 

2,508に対し、職責に応じて支給

    ら30,500円を支給

  部次長・参事  59,000 円 534

管理又は監督の地位にある職員

(令和３年度決算)

　該当者なし

172,500

 水道事業

　

4,000

　水道事業

管理職手当を支給される職員
が、週休日又は休日において
勤務した場合に、勤務に従事
した時間及び職務の級に対し
て、勤務1回につき1,500円～
4,500円を支給

　
管理職員

特別勤務手当

11
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その都度必要と認められる期間

生後1年未満の子を養育する職員が必要と認められる授乳等を行う
場合

出産翌日から8週間経過日までの期間

1日以内において必要な期間

職員が夏季における盆等の諸行事等により、勤務しないことが相当
と認められる場合

原則として連続する3日の範囲内の期間

職員が結婚する場合

1日2回それぞれ30分以内の期間

職員が妻の出産に伴い、勤務しないことが相当と認められる場合

取  得  率

3,484.8日

一の年において5日の範囲内の期間

8週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産予定の職員が申し出
た場合

その都度必要と認められる期間

     ＜1＞年次休暇

職員が自発的かつ報酬を得ないで、社会に貢献する活動を行う場合

     ＜2＞病気休暇

対象職員数

10,324.0日 33.8%12.7日

職員が選挙権その他の公民権を行使する場合

(注）対象となる職員は、市長の事務部局に属し、令和3年4月1日から令和4年3月31日までの全期間を
在職した職員で、当該期間中の育児休業者、休職者等を除いています。

総付与日数

 （2）休暇制度

（ａ）

平均取得日数

特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産その他の特別の事由により職員が勤務し
ないことが相当であると認められた場合の休暇で、令和4年4月1日現在におけるそ
の種類等は次のとおりです。

年次休暇は、4月1日から3月31日までの1年度の間に20日与えられ、1日又は30分
単位で取得できます。ただし、新規に採用された職員には、採用された月に応じて
2日から20日までの範囲で与えられます。
　令和３年度の年次休暇の取得状況は、次のとおりです。

274人

 

12時～13時  8時30分～17時15分

休  憩  時  間

 

執  務  時  間

親族の死亡に伴う、職員の忌引

（ｂ）

期          間          等

（ｂ）／（ｃ）（ｂ）／（ａ）

職員が裁判員、証人、参考人等として官公署へ出頭する場合

職員が出産した場合

職員が骨髄、末梢血幹細胞等の提供に伴い、必要な検査、入院等をする場合

種                              類

妊産婦である職員が母子保健法に規定する保健指導又は健康診
査を受ける場合

出産予定日を含む8週間（多胎妊娠の場
合は14週間）以内の期間

出産までの時期に応じ、4週間、2週間又
は1週間に1回、それぞれ1日の範囲内で
必要と認められる期間

8日以内において必要と認められる期間

その都度必要と認められる期間

総取得日数

     ＜3＞特別休暇

        

職員の配偶者・一親等親族追悼のための特別な行事

       

職員が妻の出産予定日6週間前の日から出産後8週間経過日まで
の間に、当該出産に係る子又は小学校就学前の子を養育する場合

3  職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

38時間45分

 
 （1）職員の勤務時間

5日の範囲内の期間

続柄により1～10日以内の期間

  1週間の勤務時間   

3日以内において必要と認められる期間

（ｃ）

病気休暇は、職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことが
やむを得ないと認められる場合に、原則として6月を超えない範囲内で必要と認め
られる期間、取得することができます。ただし、病気休暇の承認を得ようとすると
きは、医師の診断書等を提出しなければなりません。

12
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一の年につき５日（体外受精その他の頻
繁な通院が必要な治療を受ける場合は
10日）

1人

職員が不妊治療に係る通院等のため、勤務しないことが相当と認め
られる場合

取  得  者  数

14人

取  得  者  数

出勤及び退庁時においてそれぞれ30分
を超えない範囲で必要と認められる期間

17人

取  得  者  数
女  性

職員が養育する小学生以下の子が負傷し、若しくは疾病にかかり看
護を必要とする場合、又はその子に予防接種若しくは健康診断を受
けさせる場合

令 和 ３年 度 中 の 育 児 休 業 及 び

要介護者の世話を行う職員が、介護、通院等の付添いなどの当該
要介護者に必要な世話を行うため勤務しないことが相当と認められ
る場合

感染症による交通遮断又は隔離により出勤が困難と認められる場合

認定こども園、保育所若しくは幼稚園が主催する保育参観又は小・
中学校が主催する授業参観行事に参加する場合

その都度必要と認められる期間

その都度必要と認められる期間

     ＜5＞介護時間

8人

一の年につき5日（小学生以下の子が2
人以上の場合は10日）以内において必
要と認められる期間

4  職員の休業に関する状況

可 能 と な っ た 職 員 の 取 得 状 況

取  得  者  数

     ＜6＞組合休暇

妊娠中の職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程度が、母体
又は胎児の健康保持に影響があると認められる場合

     ＜3＞特別休暇（つづき）

一の年につき5日（要介護者が2人以上
の場合は10日）の範囲内の期間

女  性

介護時間は、職員が配偶者・父母・子等で2週間以上の期間、疾病等により日常
生活に支障があるものを介護する場合に、3年の期間内において1日につき2時間以
内で、無給休暇として取得することができます。

組合休暇は、職員が任命権者の承認を得て公平委員会に登録された職員団体の業
務又は活動に従事する場合に、1年につき30日を超えない範囲において無給休暇と
して、取得することができます。

部  分  休  業

女  性

その都度必要と認められる期間

災害又は交通機関の事故等により出勤が困難と認められる場合、
又は災害等に際して、退勤途上における身体の危険を回避するた
め勤務しないことがやむを得ないと認められる場合

その都度必要と認められる期間

介護休暇は、職員が配偶者・父母・子等で2週間以上の期間、疾病等により日常
生活に支障があるものを介護する場合に、通算して6月の期間内（3回以下）におい
て必要と認められる期間、無給休暇として取得することができます。

2人

その都度必要と認められる期間

部 分 休 業 の 取 得 状 況  （全 職 員）

23人33人

令 和 ３ 年 度 中 に 新 た に 取 得

男  性 女  性男  性
12人

新規育児休業

男  性

所轄庁の事務若しくは事業の運営上の必要に基づく事務又は事業
の全部若しくは一部の停止があった場合

育  児  休  業

男  性

職員の現住居が地震、水害、火災等により滅失又は損壊した場合
で、当該住居の復旧作業、一時的な避難又は同一世帯者の生活に
必要な水や食料の確保のため、勤務しないことが相当と認められる
場合

部  分  休  業

職員の休業に関する制度には、3歳に満たない子を養育するために休業すること
ができる育児休業制度と、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために1
日の勤務時間のうち2時間を超えない範囲内で勤務しないことができる部分休業制
度があります。令和３年度における育児休業及び部分休業の取得状況は、次のとお
りです。

     ＜4＞介護休暇

13
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 勤 務 実 績 が 良 く な い 場 合

）

任命権者は、地方公務員法で定める事由（下表の「区分欄」参照）がある場合に
職員を降任又は免職することができ、同法又は条例に定めがある場合に職員を休職
させることができます。
　令和３年度における職員の分限処分の状況は、次のとおりです。

                                                                        （単位：人）

0 2525

休  職

 心  身  の  故  障  の  場  合

免  職

 （1）職員の分限処分の状況

 

0

0

0 00

0

 （2）職員の懲戒処分の状況

0

免  職

任命権者は、地方公務員法で定める事由（下表の「区分欄」参照）がある場合、
職員に対する懲戒処分として、戒告、減給、停職又は免職の処分を行うことができ
ます。
　令和３年度における職員の懲戒処分の状況は、次のとおりです。

区                分

0

合  計

0

0

0

 法  令  に  違  反  し  た  場  合

0

0

0

 （法 第 28  条 第 1 項 第 1 号）

0

戒  告

                                                                        （単位：人）

0

第2項第1号
 （　法 第 28 条

第1項第2号

 必 要 な 適 格 性 を 欠 く 場 合

0

25

 職制、定数の改廃、予算の減少

250

0

 刑事事件に関し起訴された場合

00

計

0

降  任区                分

 （法 第 28 条  第 1 項 第 4 号）
 により廃職、過員を生じた場合

5  職員の分限及び懲戒処分の状況

00

0

 （法 第 28 条  第 2 項 第 2 号）

0

停  職

 は  義  務  を  怠  っ  た  場  合 0

0合          計

 （法 第 29 条 第 1 項 第 2 号）

 （法 第 29 条 第 1 項 第 1 号）
 職 務 上 の 義 務 に 違 反 し 又

0

合          計

 全体の奉仕者たるにふさわし

 （法 第 29 条 第 1 項 第 3 号）

職員の服務の根本基準は、地方公務員法第30条に「すべて職員は、全体の奉仕者
として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行にあたっては、全力を挙げて
これに専念しなければならない。」と規定されています。

この規定に基づき、同法第35条では法令又は条例で特別の定めがある場合以外の
職務専念義務を、同法第38条では営利企業等への従事制限を職員に課しています。

6  職員の服務の状況

 くない非行のあった場合 00

 （法 第 28 条  第 1 項 第 3 号）

0

0

0

減  給

14
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 「やさしい日本語」研修

受研者数

18人

46人

381人

     ＜2＞基本研修  

 全職員

 人事評価

研   修   名

        令和３年度における研修の実施状況は次のとおりです。

 安全運転研修

17人

10人

 監督者研修

1人

対  象  者

 するための基礎的な能力を養う
 市職員として職務を適切に遂行

 新規採用職員

 任用職員
市職員としての基礎知識の習得

 リーダーシップの基本の習得

14人

7  職員の研修の状況

 及び会計年度

 中級職員研修

 管理職員

テ    ー    マ 受研者数

     ＜1＞職階層別研修

 全職員

研   修   名

 人事評価研修

14人

 法制執務

 の知識を習得する。（eラーニング)
12人

 新規採用職員

 ２年目職員 18人

7人

　7人

　2人

29人

　メンタルヘルス（eラーニング）

 普通救命講習

 新任課長級

 問題解決と政策形成

 SDGs

 監督職

 キャリアデザイン(eラーニング)

 特別研修

 人権研修

 新規採用職員

 運転免許保有者

36人

 全職員

 特定個人情報

 ファイリングシステム研修
 課職員

　

 心肺蘇生法　ＡＥＤ使用法　

52人

 チームリーダーとしての役割

13人

 児童虐待防止

6人

 交通事故防止について 436人

 人事評価制度について

対  象  者

20人

 新規採用職員

 全職員

 マネジメント（eラーニング)

社会保障・税番号制度対応研修

 10年目職員

　

 新任係長級
 （オンライン）

 部課長研修

392人

　13人

 取扱課等に所

 文書管理（電子決裁）システ

　　

 ファイリング

 仕事の進め方とコミュニケー

 新規採用職員研修

 管理職研修
 課長級  ハラスメント（eラーニング)

 ション

 初級職員研修
 ３年目職員

 地方自治法を学び、公務員として
 適法、適正に事務を執行するため

　44人

2人

2人

　ム操作研修

 ５年目職員
 防災・危機管理(オンライン) 　2人

　７年目職員  ファシリテーション

 人権啓発講演会

テ    ー    マ

 システム導入

 属する職員等

15
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    ＜3＞派遣研修

 

 

　　
　　
 京 都 府 市 町 村 振 興 協 会 
 

　　
　　

    ＜4＞その他研修

8  職員の人事評価の状況

      
     
      

3人

 方（集合・オンライン）

 職場運営を円滑にする先読み

 （eラーニング）

1人

 工事技術検査の具体的な進め

1人

 地方創生戦略立案 1人

 テクニック(集合・eラーニング)

 術検査の具体的な進め方」研修

1人

 研修（オンライン）

3人

 法制執務の応用（オンライン）

3人

 エクセル基礎・応用（eラーニ
 ング）

 自治体における訴訟実務（e

12人

3人

 非木造家屋評価研修会

 市町村議会委員長研修会

2人

 条例・規則の読み方・つくり
3人

    研         修          名

「官民境界確定をめぐる法律
 と実務」研修

参加者数

1人

1人

 「人材マネジメント部会」研修

 技術職員研修

「土木技術担当者のための土木

 方」研修（オンライン）

1人

 実務対応」研修(オンライン)

 法制執務の入門（eラーニング） 2人

派遣者数

 オンライン）

「地方公務員における問題を抱え
 る職員対応の実務ポイント」

八幡市では、人材育成に重点を置く人事評価システムにより平成17年度から試行
期間を含め実施を行ってきました。

平成28年度からは、全職員に対し人事評価を実施しており、さらに管理職員にお
きましては、当該年度の勤務実績を翌年度の昇給に反映させることとしています。

テ    ー    マ

「空き家対策」研修(オンライン)

1人

 仕事の効率化を実現するための

 ラーニング）

 市町村トップセミナー（集合・

 仕事術
1人

 市町村議会広報研修会（映像） 2人

 議会実務研修会(eラーニング） 2人

5人

 日 本 経 営 協 会

    研         修          名 テ    ー    マ

　日本都市計画学会セミナー（オンライン）

「情報公開制度の基礎知識と

1人

「建築工事および電気設備工事技

16
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9  職員の退職管理の状況

      
     
      

      

10  職員の福祉及び利益の保護の状況
 （1） 福祉の状況
     ＜1＞安全衛生管理  
        ア  健康診断等の実施状況（令和３年度）
                  区                分                          受診者数（件数）  

 巡回健診
 ＶＤＴ健診
 頸肩腕・腰痛健診

              一般定期健康診断 Ｂ型肝炎抗体検査
              人間ドック Ｂ型肝炎ワクチン接種
                受診率（定期健診＋人間ドック）                       % アスベスト健診
              ＶＤＴ作業従事者検診 人間ドック
              頚肩腕障害等検診 受診率（巡回健診＋人間ドック）
              産業医健康相談 健康管理医健康相談
              産業医健康相談 ストレスチェック
              産業医健康相談 長時間勤務健康相談
              産業医健康相談 高ストレス者面談

        イ  メンタルヘルス対策（令和３年度）

          

          

        ウ  安全衛生委員会の設置
　職場における職員の安全と健康を確保するため、安全衛生委員会を設置しています。

     ＜2＞福利厚生事業

                
             
             
            
             
               
             
             

27

4

41

116

423

区          分
（件  数）

36

3

職場におけるメンタルヘルス対策の取組みとして、監督職員を対象にメンタルヘ
ルス研修を1回実施しました。また、健康管理医による「こころの健康相談」を実
施しています。

71
3

461
18

受診者数

地方公務員法第42条に基づく職員の福利厚生については、八幡市職員互助会及び財
団法人京都府市町村職員厚生会が行う事業を中心として実施しています。

八幡市職員互助会では、会員相互の親睦を図るために組織する文化活動又は体育活
動を行うサークル等を助成しています。また、給付事業として、勤続年数に応じて、記念品
等の支給を行いました。

京都府市町村職員厚生会では、生活設計支援事業としてライフデザイン講座、退職準
備講座等を開催し、元気回復事業として軟式野球大会、バレーボール大会その他のス
ポーツ大会を、スキー教室その他の会員家族交流事業を開催しています。その他、給付
事業として、保険診療を受けたときに支払う自己負担分に対する助成、共済組合等保険
者の規定に基づく人間ドック利用時の助成、結婚祝金の支給等を行っています。
　なお、職員の福利厚生に係る令和３年度の公費負担の状況は、次のとおりです。

退職後に営利企業等に再就職した者は、離職前5年間に在職した執行機関の組
織の職員に対し、離職前5年間の職務に属する契約や処分（再就職先及びその子
法人に対するものに限る。）に関して、離職後2年間、職務上の行為をするよう
又はしないよう要求・依頼してはならないとされています。(地方公務員法第38
条の２)

また、地方公共団体は、退職管理の適正を確保するため必要と認められる措
置を講ずるものとされており（地方公務員法第38条の６第１項）、本市では、
再就職者による依頼等を受けた職員は公平委員会に届出することとしていま
す。
　なお、令和３年度では、再就職した者による依頼等の届出はありません

94.1%

17
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          公費負担の状況

     ＜3＞共済制度
          
        

     ＜4＞公務災害補償

        

        
          

 （2） 利益の保護の状況（公平委員会の業務の状況）
     ＜1＞勤務条件に関する措置の要求

        

        

        
          

     ＜2＞不利益処分に関する不服申立て
 
        
        

          

 

11  職員の競争試験及び選考の状況
      令和３年度における職員採用試験の実施状況（令和4年4月1日採用）

 
人  人   人 倍
人  人   人 倍
人 人 人 倍
人  人   人 倍
人  人   人 倍
人 人 人 倍
人  人   人 倍

合格者数 （Ｂ）  受験者数 （Ａ） 競争率 (A／B)

5件

市補助・負担額

 

負担額 ③／①

公務災害

区      分

 職 種

 

10

1.5
5

1

78
建　築  技  師

9
2

886人

合計

14,883円

　　0　

 

886人

採用者数
一 般 事 務 職

2.5

 会員数 

7.8

6件

 公費負担率 

計

9

2

幼稚園教諭・保育士

2

6
31
13

保　　健　　師 3
7消    防    職

4.04 1 1

8
4

3.9

③／(②＋③)

 京都府市町村職員厚生会 640人

4.5

2.2

2 2   調　　理　　員
   技　　術　　員

1件

 八幡市職員互助会

13,186千円

 会員掛金総額  
1人当たり公費

勤務条件に関する措置の要求の制度は、職員から給与、勤務時間その他の勤務条
件に関して行政上の適当な措置が執られるべきことが要求された場合に、公平委員
会が当該事案を審査及び判定し、権限を有する機関に対して勧告等を行うことに
よってその事案の解決に当たるものです。
　なお、令和３年度においては、勤務条件に関する措置の要求はありません。

不利益処分に関する不服申立ての制度は、職員からその意に反して懲戒その他の
不利益処分を受けたとして、不服申立てがあった場合に、公平委員会が当該事項の
審査を行い、その結果に基づきその処分を承認し、修正し、又は取り消す採決を行
うものです。
　なお、令和３年度においては、不利益処分に関する措置の要求はありません。

1,053千円

26,369千円

27,422千円 32.5%13,186千円

 

地方公務員法第43条に基づく共済制度の実施については、京都府市町村職員共済
組合において、長期給付（厚生年金）及び短期給付（健康保険）等の事業を行って
います。

災害補償制度は、職員が公務上の災害又は通勤による災害を受けた場合に、その
災害によって生じた損害の補償、被災職員の職場復帰の促進等を図るために必要な
事業を行うことを目的とし、その認定及び補償は地方公務員災害補償基金京都府支
部が行っています。
　なお、令和３年度の公務災害等認定件数は次のとおりです。

通勤災害

① ③②②
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